
〈基本方針１〉子どもが健やかに育つ子育て支援

具体的な施策 所管課 H31年度　事業計画（具体的内容） H31年度　事業実績

1 児童手当
子育て支援
課

中学校修了前の児童を養育している人に支給
 ・支給額　３歳未満　月15,000円、３歳以上小学校修了
前（第１子・２子）月10,000円(第３子）月15,000円、中学
生　月10,000円

・支給実績　延95,884人　1,056,660千円（R2.2月末現在）

2
子どもの医療費
助成

健康推進課
・就学前児童及び小中学生の入通院医療費の助成を行
う。
・高校生の入院治療費を助成する。

・就学前児童及び小中学生の入通院医療費の助成を行
う。
　82,762件　145,337千円（見込）
・高校生の入院治療費を助成する。３件　121千円（R2.2
月末現在）

3 出産祝金
子育て支援
課
地域創造課

【過疎地域・田舎暮らしモデル地域】
「子どもの出産時に指定地域に住所を有し、定住する意
思が認められること」及び「自治会に加入し、地域活動
に参加する意思が認められること」を満たした出産児の
養育者に、出産祝金として第１子３万円、第２子５万円、
第３子７万円および第４子以降１人につき10万円を支
給。
【上記以外の地域】
人口増対策として、第３子２万円、第４子以降１人につき
５万円を支給する。

・過疎地域　　　　　　　　　　　21件
・田舎暮らしモデル地域        １件
・伊那地域　　　　　　　　　　　68件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(R2.2月末現在)

4 子育てすまいる 管理課

・引き続き前年度と同様の子育てすまいる事業（高遠・
長谷地区にある市営住宅の所得要件等の緩和、家賃の
2割軽減）を実施する。
・伊那市営住宅条例の改正を検討する。（住宅家賃の特
例：令和３年３月まで）

・市営住宅（中堅所得者層向け住宅）に入居した子育て
世帯は前年度に引き続き14世帯あった。このうち、所得
要件緩和による入居世帯が４世帯。

子ども・子育て支援事業計画　　平成31年度(令和元年度）事業実績個別事業計画と実績見込み

経済的
支援

資料１
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具体的な施策 所管課 H31年度　事業計画（具体的内容） H31年度　事業実績

5
妊婦、出生届出
時相談、指導

健康推進課
・妊娠届出時に保健師による個別相談と指導を実施す
る。届出全数に対応する。

・妊婦相談数429人、転入妊婦31人　　(R2.1月末現在）

6
妊婦一般健康診
査

健康推進課 ・一般健康診査（14回分）を公費負担する。
・県内医療機関利用延数7,732枚
・県外医療機関利用者数15人　　　　　　（R2.1月末現在）

7
ハイリスク妊産婦
への訪問指導、
相談

健康推進課
・妊娠届出時の個別相談において把握したハイリスク妊
婦に対し、養育支援ネットワーク会議を開催して支援計
画を作成し、保健師の訪問等により継続支援をする。

・月１回開催（年12回）
・新規養育支援者検討件数55件（見込）
・継続支援者検討件数延170件（見込）

8
ハッピーバース講
座の充実

健康推進課

・毎月１講座、４回開催し
・４か月に１回の割合で親育て、孫育て講座（名称を子
育て講座に変更する）を実施する。
・４箇所の産婦人科医療機関にポスター、パンフレットを
継続して置き、事業の啓発拡大を行う。

①保育・食事編年10回　②体の準備編年10回
③出産育児編年10回
・参加延数360人（見込）
・産科へのポスター掲示や参加啓発を依頼した。

8-1
出産応援セミ
ナーの開催

健康推進課

【新規】
出産前２か月くらいの妊婦を対象として、出産を安心し
て迎え、産後に使えるサービスや支援について伝えるた
めの出産応援セミナーを月１回開催する。

・５月から月１回開催（年11回）
・出席率84％（見込）出席できない妊婦には全員連絡し
個々への連絡を行うことができた。

9
不妊治療費助成
事業

健康推進課
・不妊治療者の経済的負担の軽減のため、治療の一部
助成をする。市ホームページへの掲載、県窓口にパンフ
レットを置き、事業の啓発拡大を行う。

・27件（見込）

10
ママヘルプサービ
ス

健康推進課
・出産後に家族内に家事、育児等の補助者のいない家
庭に、出産の翌日から12週以内でヘルパー派遣の補助
を行う。

・12人利用（見込）

11 産後ケア事業 健康推進課

・産褥期の機能回復に不安のある者や初産婦等で育児
不安のある者を対象に、７日間限度で上伊那管内クリ
ニックや助産院等での宿泊型支援の利用に対して補助
を行う。今年度からさらに使用しやすいように日帰り利
用も可とした。

・５人利用（見込）平均利用日数２日

12
助産施設への入
所

子育て支援
課

・経済的理由により入院助産を受けることが出来ない妊
産婦に対し中央病院に入院助産委託する。

・実施なし

出産環境
の整備

出産環境
の整備
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具体的な施策 所管課 H31年度　事業計画（具体的内容） H31年度　事業実績

13 乳幼児健康診査 健康推進課

・医療機関で実施する乳児一般健康診査の受診券交付
（１人１枚）
・３か月乳児健診月３回　・１歳６か月児健診月３回
・６か月乳児相談月３回　・２歳児健診月３回
・10か月乳児健診月３回　・３歳児健診月３回
・３歳児健診時に園長及び巡回保育士が参加し遊びの
提供をしながら子どもの様子を見て保育園へ繋げてい
く。

・医療機関で実施する乳児一般健康診査370人（見込）
・３か月乳児健診年31回　・１歳６か月児健診年31回
・６か月乳児相談年31回　・２歳児健診年32回
・10か月乳児健診年33回　・３歳児健診年30回
・３歳児健診時に園長及び保育士が参加し遊びの提供
をしながら子どもの様子を見て保育園へ繋げた。

14
母子健康手帳発
行

健康推進課 ・妊娠届出者に母子手帳を発行する。 ・450人発行（内外国人18人）　（見込）

15 予防接種 健康推進課

法定予防接種の実施（すべて個別接種）
・ヒブ
・小児用肺炎球菌
・四種混合（百日せき、破傷風、ジフテリア、ポリオ）
・ＢＣＧ
・麻しん風しん
・日本脳炎
・子宮頸がん（積極的勧奨は差し控え）
・水痘
・Ｂ型肝炎

法定予防接種の実施（すべて個別接種）
・ヒブ
・小児用肺炎球菌
・四種混合（百日せき、破傷風、ジフテリア、ポリオ）
・ＢＣＧ
・麻しん風しん
・日本脳炎
・子宮頸がん（積極的勧奨は差し控え）
・水痘
・Ｂ型肝炎

16 育児・母乳相談 健康推進課

・育児母乳等相談券の名称を「育児相談券」に変更し、
使用目的を明確にし、医療機関や助産所助産師による
育児相談を受ける場合の補助を行う。（１歳６か月まで
の間で、2,000円の助成券を１人３枚交付）

・利用枚数550枚（見込）

17
小児慢性特定疾
患患者への見舞
金支給

健康推進課
・伊那市難病患者等見舞金(小児慢性特定疾患分 年額
10,000円 所得制限あり）を支給する。

・伊那市難病患者等見舞金　対象者なし

18
休日救急当番運
営事業

健康推進課
・休日緊急当番医事業（上伊那医師会）及び休日緊急
歯科診療事業（上伊那口腔保健センター・上伊那歯科
医師会）の費用を負担し事業を継続実施する。

・在宅当番医制事業負担：2,013千円
・休日緊急歯科診療事業助成金：2,382千円

子どもと
親への健
康支援
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具体的な施策 所管課 H31年度　事業計画（具体的内容） H31年度　事業実績

19
乳児（新生児）訪
問指導・養育支
援訪問事業

健康推進課
子育て支援
課
学校教育課

・乳児の健全な発育発達の援助と母親の不安や悩みに
ついて訪問支援を行う。出生全数に対応する。
・妊娠中から出生後の母子への養育訪問支援を行う。
・母子家庭の母に対して保健師及び家庭児童相談員と
連携支援を行う。
・子ども相談室と連携し、保健師等が養育支援を行う。

・赤ちゃん訪問の実施　訪問数457件
・養育支援の必要な母子に対して訪問支援を行った。
・妊娠中から心配のされる家庭について、訪問指導や、
計画に基づく養育支援を実施。

20 育児相談

健康推進課
子育て支援
課
学校教育課

・ことばと育ちの相談（予約制）　毎月１回
・各支所、長谷健康増進センター育児相談　毎週１回
・高遠町保健センター　毎月２回
・本庁、伊那市保健センター育児相談　随時実施
・子育て、教育に関する相談　随時実施

・育ちの相談年12回実施、利用者40人（見込）
・各支所、長谷健康増進センター育児相談　毎週１回実
施
・高遠町保健センター　毎月２回実施
・本庁、伊那市保健センター育児相談　毎日実施
・教育相談員による相談や、巡回保育士による保育園で
の巡回相談を実施

21 こころの相談 健康推進課
・こころの健康のバランスを崩す心配がある子どもや両
親に対し、臨床心理士による相談支援を行う。
　　毎月２日　伊那市保健センター（予約制）

・こころの相談年間36回開催、相談延人数150人（見込）

22
子育て講座・親育
て講座

健康推進課
子育て支援
課
生涯学習課

・ハッピーバース講座の中で、４か月に１回、親育て講座
を開催する。
・子育て支援センターで、保健師が子育て講話を行う。
・市内９公民館において開催している子育て学級につい
て、より多くの子育て世代が、気軽に参加できるよう、関
係部署や各機関と連携し広報等に努める。
・託児ボランティアなどの協力を得ながら、母親、父親向
けの講義などの開催も計画する（目標：全館合わせて３
回）。

・ハッピーバース講座の一環として年３回親育て、孫育
て講座を開始した。参加延数43人
・子育て支援センター５カ所で、保健師の講話（52回）を
含め、子育て講座を開催した（154回）。
・各公民館とも、保健師と連携をとりながら、必要な時に
育児相談を受けられる体制をとっている。
・各公民館において、子育て講座を開催した。複数館合
同で講座を開催するなど交流を持てる機会も設けた。公
民館主事会において、親向けの講義等の開催について
も検討していく。

相談体制
の充実
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具体的な施策 所管課 H31年度　事業計画（具体的内容） H31年度　事業実績

23
子育て支援セン
ター事業

子育て支援
課

・上の原・竜南・富県・美篶・西箕輪の５センター の運営
・育児用品などのリサイクル交換会を行う（富県）。
・地域交流を行う。
・高遠子育て支援センター開設のための改築工事と運
営

・高遠子育て支援センター整備工事を行い、７月に開所
した。
・５センター（竜南・上の原・富県・美篶(７月まで)・西箕
輪・高遠(７月から)）延利用者数25,203人（R2.1月末現
在）
・リサイクル会　富県３回実施

24
ファミリー・
サポート・セン
ター事業

子育て支援
課

会員相互の地域での助け合いの託児等の支援
・６、７月に協力会員養成講座を定住自立圏で共同開催
し会員増を図る。
・スキルアップ研修会開催

・伊那地域定住自立圏で合同協力会員養成講座を開催
した。
・新規協力会員　９名
・活動件数　315件（R2.1月末現在）
・スキルアップ研修会3市町村参加　10名参加

25
子育てサポー
ター事業

子育て支援
課

ボランティアで子育て支援をしてくれる人を募集し養成す
る。
・あり方についての研究、検討を行う。

・活動なし

26
子育てサークル
等の拡充

子育て支援
課
健康推進課

・子育てガイドブックで子育てサークルを紹介する。
・乳幼児健診や乳児訪問時に必要な親子に子育てサー
クルを紹介する。

・子育てサークル数　15サークル

27
子育て支援短期
利用事業

子育て支援
課

・一時的（１回利用が７日間まで）に保護者が養育を行う
ことが困難である時、児童養護施設「たかずやの里」に
宿泊委託する。
・たかずや福祉会の運営に対する支援を行う。

・８名　16日利用

28 子育て学級

子育て支援
課
生涯学習課

引き続き、保健師や元保育士など、育児に対する知識
や経験のある方に協力を依頼し、講演会、学習会など
開催し、各公民館で子育て講座の充実を図る。

・レクリエーション系の講座中心に講演会、学習会などを
開催し、母親が子育てを楽しみ、子育ての仲間づくりを
推進した。

29
子育てサークル
や団体への支援

子育て支援
課

・特技を持った子育てサポーターによる活動支援及び
ファミリー・サポート・センター協力会員による活動の託
児
・双子育児サークル「さくらんぼの会」等で育児講話を行
う。

・さくらんぼの会　年4回実施　延８組参加

子育て支
援体制の
構築
育児支援
と情報提
供
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具体的な施策 所管課 H31年度　事業計画（具体的内容） H31年度　事業実績

30
事業者への啓発
活動

商工振興課

・出産・育児に対する企業の理解を深めるため、企業訪
問の際に関連パンフレットを配布し啓発に努める。
・商工関係団体へワークライフバランス推進セミナー等
の開催情報について周知する。

・上伊那地方企業人権教育推進協議会との連携による
研修会を開催するなど、仕事と家庭の両立に向けた意
識の醸成を図った。
　　企業人権教育推進研修会（78企業　15団体　受講者
112人）

31
ながの子育て家
庭優待パスポート
事業

子育て支援
課

・事業者募集と転入者などの新規加入者にカードを発送
する。
・パスポート事業周知や紛失時に再発行できることなど
の広報を行う。

・参加事業者　139店
・多子世帯応援プレミアムパスポート参加　40店

32 遺児等福祉金
子育て支援
課

・父又は母が死別、重度障害となった18歳未満の児童を
養育する保護者に児童１人年額14,000円を支払う。（８
月）

・56件（91人）　1,274,000円

33
母子父子自立支
援員の設置

子育て支援
課

・子ども相談室や関係機関と連携し、ひとり親家庭の相
談や就労支援等自立に向けた支援を行う。

・相談件数　210件(R2.2月末現在)

34 児童扶養手当
子育て支援
課

・ひとり親家庭に対する生活の安定と自立支援のため満
18歳の年度末までの児童を養育する保護者に手当を支
給
　支給額（所得制限あり）児童１人
     全部支給月額42,910円
     一部支給10,120円～42,900円第2子以降加算あり

・支給人数　延5,988人　　242,818,860円（R2.2月末現在）

35
母子・父子家庭
医療費助成

健康推進課
・ひとり親家庭の親子等の医療費を助成する。（所得制
限あり）

・ひとり親家庭の親子等の医療費を助成（見込）
　母子10,472件　21,705千円　父子517件　1,344千円

36
ひとり親家庭の親
と子の集い

子育て支援
課

ひとり親家庭対象のバスハイク実施
・日時：５月18日（土）富士急ハイランド

・参加者　17名

37
母子生活支援施
設の広域入所

子育て支援
課

・DV等で支援が必要な母子家庭を母子生活支援施設
へ入所させる。

・実施なし

ひとり親
家庭への
支援
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具体的な施策 所管課 H31年度　事業計画（具体的内容） H31年度　事業実績

38
母子家庭等日常
生活支援事業

子育て支援
課

・ひとり親家庭の母親の就労等による託児支援をファミ
リー・サポート・センター会員を支援員として派遣する。

・利用なし

39
母子家庭自立支
援事業

子育て支援
課

・ヘルパー資格就業修了者や准看護師の修業者に給付
を行う。
・関係者と連携し就労支援や家庭支援を行う。

・自立支援（ヘルパーなど）　　０件
・高等職業訓練（准看護士など）　２件

40
母子父子寡婦福
祉資金の貸付

子育て支援
課

・ひとり親家庭の子どもが専門学校等に進学する際の修
学資金等の長野県の貸付の受付を行う。

・貸付件数　５件（R2.2月末現在）

41
ひとり親家庭生活
資金貸付金

子育て支援
課

・ひとり親家庭の家計支援策として、児童扶養手当を１
か月分を貸し付ける。家計やりくり指導も行う。

・38人　106件（R2.2月末現在）

42
障害福祉サービ
ス

社会福祉課
子育て支援
課

・上伊那圏域地域自立支援協議会療育部会を年4回開
催予定。
①療育に関わる研修会を企画し、併せて圏域の課題に
ついて他の部会等と連携しながら検討する。
②地域分析に関わるＷＧ（市町村保健・福祉・教育担当
課、市町村代表特別教育コーディネーター、医療機関
等）を設置し、各市町村の母子保健から学齢期における
支援体制について地域分析の手法を用いて統一フォー
マットにて分析を行う。（年４回程度）

・上伊那圏域地域自立支援協議会療育部会を年４回開
催。
今年度は、市内関係機関協働でQ-SACCS（児童の発
達障害ケアのための地域支援システムの簡易構造づく
り評価）技法を用いて、地域資源や地域の強み・弱みを
確認した。（本市の強み：各年代のつなぎがスムーズに
できており、特に、学童期のサポートシステムの構築が
進んでいる。弱み：養護学校以外の高校卒業時から社
会人へのつなぎが具体化できていない。また、教育委員
会との連携がまだ弱い。）以上のことを考慮しながら、引
き続きサポート体制構築に向けて連携を図っていく。

43
児童発達支援事
業、療育相談

子育て支援
課
学校教育課

・親子が通園し、生活や遊びを通して心身の発達に支援
を必要とする子どもの発達育成を図る。
・児童発達支援事業所として１日30人の児童と重度心身
障害児５人を受け入れる。
・児童発達支援事業所小鳩園の児童発達支援センター
化に向けて検討を進める。
・子ども相談室で、様々な不安や悩みを抱える子どもが
自立へ向けて生きていく力を培うための相談・支援を行
う。

・発達検査、発達等相談支援延人数　213人
　（内相談支援関係は90人）　（R2.1月末現在)
・児童発達支援事業所小鳩園の児童発達支援センター
化に向けて、基本構想の策定を進めた。

療育相談
と
療育の充
実

〈基本方針１〉7



具体的な施策 所管課 H31年度　事業計画（具体的内容） H31年度　事業実績

44 あそびの教室 健康推進課

・子ども相談室で、様々な不安や悩みを抱える子どもが
自立へ向けて生きていく力を培うための相談・支援を行
う。
・専門的な支援が必要と思われる子どもに対して集団遊
びを行い発達を促すとともに、親に対して適切な育児支
援を行う。
　じゃんぷ・すてっぷ（２教室）月２回　　すてっぷミニ
　どんぐり月２回　　小グループ（たんぽぽ）

・発達検査、発達等相談支援延人数　350人
　（内相談支援関係は120人）
　じゃんぷ年17回（参加延数200人）
　すてっぷ年17回（参加延数200人）
　すてっぷミニ年8回（参加延数70人）
　どんぐり年12回（参加延数30人）
　小グループたんぽぽへの移行（10人）　（R1.12月末現
在）

45
子どもの総合相
談窓口の充実

健康推進課
子育て支援
課
学校教育課
社会福祉課

・子ども相談室で、０歳から18歳までの支援を途切れなく
行っている。
・要保護児童対策協議会等において、関係機関と連携
を図る。
各支所、伊那市保健センター、高遠町保健センター、長
谷健康増進センターで定期健康相談窓口を開設する。

・要対協対象者の進行管理人数　193人（R2.1月末現在)
・関係機関とのケア会議　275回　（R2.1月末現在)
・各支所、伊那市保健センター、高遠町保健センター、
長谷健康増進センターで定期健康相談窓口を開設し
た。

46
要保護児童地域
対策協議会の充
実

子育て支援
課
学校教育課

・要保護児童対策地域協議会により、関係機関の代表
者や担当者との連携を図り、児童虐待の早期発見と対
応や継続支援を行い、重篤事例の発生防止に努める。
また、要保護児童の情報共有や支援内容の協議と見直
しを定期的に行い、子どもの安心できる生活環境の構
築を図る。

・代表者会　年２回(６月、２月)
　医療関係者。特別支援学校、小中学校、有識者、
　警察、弁護士、法務局、人権擁護委員会、
　児童養護施設、児童委員、社会福祉協議会、幼稚園、
　保育園、ＰＴＡ代表者等
・実務者会　年11回（４月～２月）

47
虐待予防自助グ
ループ

健康推進課
・子育てに悩んだり自信が持てない母親に対し、子育て
ワークショップ１回、自助グループ６回（親育ちプログラ
ム）を開催する。

・子育てワークショップ１回（参加者９人）
・自助グループ６回（参加延人数31人）

児童虐待
予防と早
期発見・
早期対応

〈基本方針１〉8



〈基本方針２〉乳幼児保育と幼児教育の充実

具体的な施策 所管課 H31年度　事業計画（具体的内容） H31年度　事業実績

1 保育内容の充実
子育て支援
課

・保育の質の向上を図るため、保育士研修を積極的に
行う。
・園長会や保育プロジェクト委員会等において、情報交
換を行いつつ、さらなる充実に向けた課題等について検
討する。

・保育内容の充実を図るため、保育プロジェクト委員会、
幼保小連携推進委員会を継続し、運動あそび・食育・木
育・自然体験、幼保小連携等を充実させた。
・実施した保護者アンケート結果により、ニーズ調査報
告書を作成し、次期計画の参考とした。

2
保育園保育料軽
減

子育て支援
課

・子育て世代の負担軽減を図るため、基本保育料の減
額を行う。
・多子世帯に対し保育料の軽減を行う。

・10月から開始された幼児教育・保育の無償化制度に
基づき、３歳以上児の保育料を無償とし、副食費につい
ては実費徴収とした。
　また、これに合わせて、子育て世代の負担軽減を図る
ため、次の市独自の追加軽減を実施した。
①３歳未満児の基本保育料の減額拡充を継続した。
　・多子世帯に対する軽減
　・年収360万円未満相当の要保護世帯等に対する軽
減
　・第２子1/2　第３子以降無償
　　（第３子以降無償の対象範囲拡大）
②３歳以上児の副食費の軽減を新設した。
　・国基準の月額4,500円を3,000円に1,500円の軽減
　・第３子以降無償化の対象範囲拡大
③信州やまほいく保育料軽減事業への協力
　・やまほいく認定園の３歳以上児を市独自制度により
国制度に準じる無償化とした。

3
幼稚園保育料等
軽減

子育て支援
課

・子育て世代の負担軽減を図るため、基本利用料の減
額を行う。
・施設型給付費を支給し利用者負担を軽減する。

・認定こども園伊那緑ヶ丘幼稚園、緑ヶ丘敬愛幼稚園、
天使幼稚園に施設型給付費を支給し利用者負担を軽
減した。
　また、子育て世代の負担軽減を図るため、保育園と同
様に市独自の追加軽減を実施した。

保育・教育
内容の充

実

〈基本方針２〉9



具体的な施策 所管課 H31年度　事業計画（具体的内容） H31年度　事業実績

4 幼・保・小連携

子育て支援
課
学校教育課

・保育士、教員の資質向上
　　園内、校内研修の実施
　　「幼保小連携プログラム」の充実
・地域ごとの連携
　　相互の一日体験の継続と充実
　　授業参観、保育参観、公開授業保育を継続する。
・「幼保小連携プログラム」の成果と課題の検証
・連続性、一貫性を持って子どもの育ちと学びを支援し
ていくことのできる体制を構築する。
・幼保小連携推進委員会を開催し（年３回）、引き続きよ
り良い連携の在り方を検討していく。
・幼保小連携プログラムの実践と検証を行う。
・実態を体験的に感得する機会として教職員相互の一
日体験を継続する。
・発達上支援の必要な乳幼児・学童・生徒について、「成
長ダイアリー」を活用し、乳児期から幼稚園・保育園、幼
稚園・保育園から小学校、小学校から中学校、中学校
から高校、就労支援へ情報をつなぎ支援を継続してい
く。
・保育園、幼稚園児、小学校、中学校の児童生徒間相
互の交流を進める。

・公開保育・公開授業を通して地域のつながりをさらに
確認し、連携を深めた。
・幼保小連携推進委員会を２回開催し、より良い連携の
在り方を検討した。
・幼保小連携プログラム（アプローチカリキュラム及びス
タートカリキュラム）の実践と検証を行った。
・保育士及び教職員相互の一日体験研修を行い、相互
理解、職員同士の関係を深めた。（保育士25名、小学校
教員34名参加）
・乳幼児・学童・生徒について、発達情報のつなぎとして
「成長ダイアリー」を活用した。
・近隣保育園、小中学校の児童生徒間での交流を実施
した。

5 食育への取組
子育て支援
課

・食育年間計画に沿った年齢別食育の推進
・各園での地域協働の食育活動
・保育士、給食技師を対象にした子どもの食についての
研修会実施（離乳食・乳児食・アレルギー対応など）

・食育年間計画に沿った年齢別の食育活動を実施
・各園ごと地域協働による食育活動を実施
　（畑作り、稲作、餅つき、クッキング等）
・保育士、　給食技師対象に子どもの食についての研修
会を実施した。

保育・教育
内容の充

実

〈基本方針２〉10



具体的な施策 所管課 H31年度　事業計画（具体的内容） H31年度　事業実績

6 延長保育事業
子育て支援
課

・市内23園中、23園で実施
    朝7:30～8:00　夕16:00～18:30まで　16園
    朝7:30～8:00　夕16:00～19:00まで　　６園
    朝7:00～8:00　夕16:00～19:00まで　　１園

・市内23園中、23園で実施
    朝7:30～8:00　夕18：30まで（標準時間）　16園
    朝7:30～8:00　夕18:30～19:00まで　　６園
    朝7:00～8:00　夕18:30～19:00まで　　１園

7 一時的保育事業
子育て支援
課

・市内７園で実施
　上の原保育園、竜南保育園、高遠保育園、伊那保育
園（私立）、つくしんぼ保育園（私立）、認定こども園伊那
緑ヶ丘幼稚園、緑ヶ丘敬愛幼稚園（私立）

・市内７園で実施
　上の原保育園、竜南保育園、高遠保育園
　伊那保育園（私立）、つくしんぼ保育園（私立）
　認定こども園伊那緑ヶ丘幼稚園、緑ヶ丘敬愛幼稚園
（私立）

8 地域活動事業
子育て支援
課

・園庭解放、園解放など各保育園にて実施
・全保育園にて地域交流を実施
　小学校・中学校・高校・高齢者クラブ・小鳩園・信州大
学・地産グループ等

・園庭解放、園解放など各保育園にて実施
・全保育園にて地域交流を実施
　小学校・中学校・高校・高齢者クラブ・小鳩園・信州大
学・地産グループ等

9 休日保育事業
子育て支援
課

・12月29日から１月３日までを除く日曜・祝日の保育を実
施
　場所：上の原保育園

12月29日から１月３日までを除く日曜・祝日の保育を実
施
　場所：上の原保育園

10
病児・病後児保
育事業

子育て支援
課

・病気療養中及び回復期において、集団保育が困難な
場合に、児童を一時的に預かる。
　市内１カ所、市外２か所

・病気療養中で、集団保育が困難な場合に、児童を一
時的に預かることを実施
　市内１カ所(病後児保育）、市外２か所（病児・病後児保
育）

11
幼稚園の長期休
業預かり

子育て支援
課

・長期休業時の預かり保育を市内幼稚園で実施 ・長期休業時の預かり保育を市内１幼稚園で実施

12
障害児保育の充
実

子育て支援
課

・状況に応じた保育士の加配を行う。
・巡回チームによる巡回相談
・支援保育に関する研修会実施

・園児の状況に応じた保育士の配置を実施した。
・巡回チームによる巡回相談
・支援保育に関する研修会実施

保育・教育
サービス
の充実

〈基本方針２〉11



具体的な施策 所管課 H31年度　事業計画（具体的内容） H31年度　事業実績

保育士・幼
稚園教諭
等の資質
の向上

13 職員の資質向上
子育て支援
課

職層研修・・・各職層に求められる職務遂行能力の向上
と専門性を学ぶ。
専門研修・・・職務ごとに求められる専門的理論・技術を
学ぶ
特別研修・・・そのほかの研修では実施が予定されてい
ない内容であって、情勢に応じて早期に園全体で受講
する必要がある場合

・園長、副園長、リーダー、中堅、新人、給食担当者等各
研修
・保健衛生専門研修会
・保育所地域子育て塾
・主任保育士、主幹保育教諭特別講座
・保育園職員研修等実施
　保育内容研究、園内研修等多くの研修を実施し職員
の資質向上を図った。

地域に密
着した保
育・幼稚園
等の運営

14 地域との連携
子育て支援
課

・地域運営委員会を中心に、地域との交流保育を全園
で実施する。

・地域運営委員会を中心に、地域との交流保育を全園
で実施した。

保育・教育
環境の整
備

15 施設整備

子育て支援
課
学校教育課

・園庭の芝生化を推進（竜西・竜東・伊那北・美篶西部・
手良約1,200㎡計画）
・新山保育園建設事業を実施する。（用地・地形測量業
務、解体・造成設計業務）
・富県小、西箕輪小、西春近南小、長谷小体育館非構
造部材耐震化他（屋根・LED照明改修等）工事
・高遠中学校防火扉改修工事
・全小中学校冷房設備設置工事　ほか

・園庭芝生化　計画園約1,200㎡を実施
・新山保育園建設工事関連　（用地・地形測量業務実
施、解体・造成設計業務繰越）
・富県小、西箕輪小、西春近南小、長谷小体育館非構
造部材耐震化他（屋根・LED照明改修等）工事
・高遠中学校防火扉改修工事
・全小中学校冷房設備設置工事　ほか

乳幼児と
のふれあ
いの場の
提供

16
乳幼児健診体験
学習（中高生）

健康推進課
・高校生が乳幼児とのふれあい体験により、いのちの大
切さや母性父性の育成を行う。（希望する高校等） ・実施高校　１校（20人）

〈基本方針２〉12



〈基本方針３〉青少年健全育成と家庭教育の充実

具体的な施策 所管課 H31年度　事業計画（具体的内容） H31年度　事業実績

1 学童クラブの充実 生涯学習課

・学童クラブ使用料の改定（月額5,000円を3,000円へ）
・長期休業特別学童クラブの開設、拡充（受入開始時
間）
・入所希望調査実施（９月）
・施設の修繕
・必要備品の購入
・支援学級児童の利用検討
・高遠小学童クラブの移転
・伊那北小学童クラブの改修

・学童クラブ使用料の改定（月額5,000円を3,000円へ）
・長期休業特別学童クラブの開設、拡充（受入開始時
間）
・入所希望調査実施（９月）
・施設の修繕
・必要備品の購入
・支援学級児童の利用検討
・高遠小学童クラブの移転
・伊那北小学童クラブの改修

2 子どもの安全対策
危機管理課
生涯学習課
学校教育課

・子ども安全見守り隊の活動に必要となる各種消耗品に
対して支給を行い、見守り隊の活動に対するサポートを
行っていく。
・「青色防犯パトロール」の実施
・街頭補導の実施
　　毎週土曜日及び第３日曜日、学校長期休業期間

・子どもの安全見守り隊の活動に必要な印刷用紙、防犯
用誘導棒、蜂用殺虫剤などの消耗品の支給を実施し
た。
・青色防犯パトロール年間実施日：239日
　　青パト講習会受講者：180人（うち新規30人）
・街頭補導の実施
　　毎週土曜日及び第３日曜日、学校休業期間

3 公園整備 都市整備課
・公園遊具保守点検　年１回
・木製遊具　防腐剤・塗装
・その他修繕

・公園遊具保守点検　年１回
・木製遊具　防腐剤・塗装
・春日公園複合遊具ネット修繕他

4
児童遊園地設置補
助事業

子育て支援
課

・地域自治団体が児童遊園地を設置（(補助率1/2以
内）、増設（補助率1/3以内）、改修（補助率1/3以内）す
る事業に対し予算の範囲内で補助する。

・実施なし

子どもの
安全安心
な居場所
確保
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具体的な施策 所管課 H31年度　事業計画（具体的内容） H31年度　事業実績

5
育成会等の団体へ
の支援

生涯学習課
スポーツ振
興課

・伊那市スポーツ少年団活動支援　事務局運営７競技
22団体
・伊那市総合型地域スポーツクラブ活動支援　通年開催
の75教室委託
・伊那市青少年健全育成事業支援　34団体

・伊那市スポーツ少年団の事務局運営　６競技20団体
・伊那市総合型地域スポーツクラブへの通年開催の75
教室を委託
・伊那市青少年健全育成事業支援　34団体

6
よりよい教育環境づ
くり

生涯学習課
・よりよい教育環境推進連絡会の開催（８月）
・信州あいさつ運動（毎月11日）実施の周知及び協力依
頼

・よりよい教育環境推進連絡会の開催(３月)
・信州あいさつ運動(毎月11日)実施の周知及び協力依
頼

家庭教育
の推進

7 「親育て」の取り組み

健康推進課
子育て支援
課
生涯学習課

・ハッピーバース講座で、子育て・孫育て講座を実施
・子育てに悩んだり自信が持てない母親に対して、子育
てワークショップ１回と虐待予防自助グループ（親育ちプ
ログラム）６回を開催する。

・子育て孫育て講座　年３回（参加延人数43人）
・ワークショップ　年１回（参加者９人）
・自助グループ会　年６回（参加延人数31人）
・各公民館において、子育て講座を開催し、随時、保健
師による育児相談などを行った。

地域活動
の充実
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